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特
別
徴
収
１
年
目
の
方
・ 

昨
年
途
中
で
納
付
書 

ま
た
は
口
座
振
替 

（
普
通
徴
収
）に
な
っ
た
方

　
①
引
き
落
と
し
（
特
別
徴
収
）

の
対
象
と
な
る
方
＝　
年
中
に
公

２７

的
年
金
の
支
払
い
を
受
け
た
方
で
、

　
年
４
月
１
日
現
在
、
公
的
年
金

２８か
ら
の
引
き
落
と
し
の
対
象
と
な

る
老
齢
基
礎
年
金
な
ど
の
支
払
い

を
受
け
て
い
る　
歳
以
上
の
方
。

６５

た
だ
し
、
次
の
方
は
引
き
落
と
し

の
対
象
者
に
な
り
ま
せ
ん

　
▼
１
月
１
日
以
降
、
市
内
に
住

所
を
有
し
な
い
方
（
転
出
、
死
亡

者
な
ど
）
▼
老
齢
基
礎
年
金
な
ど

の
支
給
額
が
年　
万
円
未
満
の
方

１８

▼
介
護
保
険
が
引
き
落
と
し
（
特

別
徴
収
）
さ
れ
な
い
方
▼
前
年
が

給
与
所
得
者
で
４
月
１
日
か
ら
公

的
年
金
な
ど
の
受
給
者
に
な
っ
た

方
▼
障
害
年
金
・
遺
族
年
金
の
み

を
受
給
し
て
い
る
方
（
課
税
対
象

に
な
ら
な
い
た
め
）

　
②
引
き
落
と
し
（
特
別
徴
収
）

給
与
所
得
控
除
の
見
直
し

　
給
与
所
得
控
除
の
見
直
し
が
行

わ
れ
、
給
与
所
得
控
除
の
上
限
額

が
段
階
的
に
引
き
下
げ
ら
れ
る
こ

と
に
な
り
ま
し
た（
左
表
３
参
照
）。

日
本
国
外
に
居
住
す
る 

親
族
に
係
る
扶
養
親
族 

な
ど
の
書
類
の
添
付
義
務
化

　
所
得
税
の
確
定
申
告
や
市
民

税
・
都
民
税
の
申
告
に
お
い
て
、

扶
養
控
除
、
配
偶
者
控
除
、
配
偶

者
特
別
控
除
、
障
害
者
控
除
の
適

用
を
受
け
る
方
は
、
親
族
関
係
書

類
お
よ
び
送
金
関
係
書
類
を
添
付

ま
た
は
提
示
す
る
こ
と
に
な
り
ま

し
た
。

◎
親
族
関
係
書
類　
次
の
①
・
②

の
い
ず
れ
か

　
①
戸
籍
の
附
票
の
写
し
、
そ
の

他
国
ま
た
は
地
方
公
共
団
体
が
発

行
し
た
書
類
で
、
国
内
に
住
所
を

有
し
な
い
者
が
扶
養
控
除
な
ど
の

適
用
を
受
け
る
者
の
親
族
で
あ
る

こ
と
を
証
す
る
も
の
お
よ
び
親
族

表３　給与所得控除の上限額
３０年度

（２９年分）以降
２９年度
（２８年分）現行適用時期

１,０００万円１,２００万円１,５００万円
上限額が適用
される給与収
入額

２２０万円２３０万円２４５万円給与所得控除
の上限額

表４　公的年金からの特別徴収制度
改正前と改正後

後半期
１０月・１２月・２月

前半期
４月・６月・８月徴収月

各月、公的年金等に係る
税額から４月～８月の仮
徴収税額を差し引いた額
の３分の１

前年度の
２月と同額

改正前の
税額
２８年度まで

各月、公的年金等に係る
税額から４月～８月の仮
徴収税額を差し引いた額
の３分の１

各月、前年度
の公的年金等
に係る年税額
の６分の１

改正後の
税額
２９年度から

の
旅
券
の
写
し

　
②
外
国
政
府
な
ど
が
発
行
し
た

書
類
で
、
国
内
に
住
所
を
有
し
な

い
者
が
扶
養
控
除
な
ど
の
適
用
を

受
け
る
者
の
親
族
で
あ
る
こ
と
を

証
す
る
も
の

◎
送
金
関
係
書
類　
外
国
送
金
依

頼
書
の
控
え
ま
た
は
ク
レ
ジ
ッ
ト

カ
ー
ド
利
用
明
細
書
な
ど
、
親
族

へ
支
払
い
が
行
わ
れ
た
こ
と
を
明

ら
か
に
す
る
書
類

公
的
年
金
か
ら
の
特
別
徴
収 

制
度
の
見
直
し
が
行
わ
れ
ま
し
た

◎
徴
収
税
額
の
平
準
化

　
仮
特
別
徴
収
額
（
前
半
期
の
４

月
・
６
月
・
８
月
に
公
的
年
金
か

ら
特
別
徴
収
さ
れ
る
税
額
）
と
本

徴
収
税
額
（
後
半
期
の　
月
・　
１０

１２

月
・
２
月
分
）
に
つ
い
て
、
見
直

し
が
行
わ
れ
ま
し
た
（
上
表
４
参

照
）

◎
税
額
変
更
が
あ
っ
た
場
合
の
特

別
徴
収
の
継
続

　
　
月
１
日
以
後
に
特
別
徴
収
税

１０
額
が
変
更
さ
れ
た
場
合
は
、　

月
１２

分
と　
年
２
月
分
の
徴
収
額
を
調

２９

整
す
る
こ
と
で
特
別
徴
収
が
継
続

さ
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た

　
詳
し
く
は
課
税
課
市
民
税
係
☎

４
７
０
・
７
７
７
７
（
内
線
２
３

３
３
～
２
３
３
７
）
へ
。

の
開
始
時
期
＝　
年　
月
支
給
分

２８

１０

か
ら
　
③
引
き
落
と
し
（
特
別
徴
収
）

の
対
象
と
な
る
年
金
＝
老
齢
基
礎

年
金
、
老
齢
厚
生
年
金
、
退
職
共

済
年
金
な
ど

　
④
引
き
落
と
し
（
特
別
徴
収
）

の
対
象
と
な
る
市
民
税
・
都
民
税

＝
対
象
と
な
る
の
は
公
的
年
金
の

年
金
所
得
に
係
る
市
民
税
・
都
民

税
の
み
で
す
。
年
金
所
得
の
他
に

給
与
所
得
、
不
動
産
所
得
な
ど
他

の
所
得
が
あ
る
場
合
、
こ
れ
ら
の

所
得
に
係
る
市
民
税
・
都
民
税
は

従
来
通
り
、
給
与
で
の
特
別
徴
収
、

納
付
書
ま
た
は
口
座
振
替
（
普
通

徴
収
）
に
よ
る
納
付
と
な
り
ま
す

　
⑤
公
的
年
金
か
ら
の
徴
収
方
法

＝
６
月
・
８
月
は
納
付
書
ま
た
は

口
座
振
替
（
普
通
徴
収
）、　

月
・
１０

　
月
・
２
月
は
公
的
年
金
か
ら
の

１２引
き
落
と
し
（
特
別
徴
収
）
に
な

り
ま
す
（
左
下
表
１
参
照
）

特
別
徴
収
２
年
目
以
降
の
方

　
「
引
き
落
と
し
の
対
象
者
」「
引

き
落
と
し
の
対
象
と
な
る
年
金
」

「
引
き
落
と
し
の
対
象
と
な
る
市

民
税
・
都
民
税
」
に
つ
い
て
は
１

年
目
の
方
と
同
様
で
す
。

　
①
引
き
落
と
し
（
特
別
徴
収
）

の
開
始
時
期
＝　
年
４
月
支
給
分

２８

か
ら
　
②
公
的
年
金
か
ら
の
徴
収
方
法

＝　
年
度
が
公
的
年
金
か
ら
の
引

２７
き
落
と
し
で
、　

年
度
も
引
き
続

２８

き
、
引
き
落
と
し
の
場
合
は
、　
２８

年
４
月
支
給
分
の
公
的
年
金
か
ら

の
引
き
落
と
し
（
仮
徴
収
）
と
な

り
ま
す
（
左
下
表
２
参
照
）

特
別
徴
収
１
年
目
、２
年 

目
以
降
の
方
共
通
事
項

◎
仮
徴
収
・
特
別
徴
収
と
は

　
市
民
税・都
民
税
は
、
市
民
税・

都
民
税
納
税
通
知
書
で
決
定
と
な

り
、
７
月
に
年
金
保
険
者
（
日
本

年
金
機
構
な
ど
）
へ
市
民
税
・
都

民
税
の
公
的
年
金
か
ら
の
引
き
落

と
し
（
特
別
徴
収
）
を
依
頼
し
ま

す
。
こ
の
た
め
４
月
・
６
月
・
８

月
分
は
仮
徴
収
と
な
り
、
前
年
度

の
２
月
に
公
的
年
金
か
ら
引
き
落

と
し
（
特
別
徴
収
）
さ
れ
た
金
額

と
同
額
を
、
公
的
年
金
か
ら
引
き

落
と
し
（
特
別
徴
収
）
し
ま
す
。

　
月
・　

月
・
２
月
分
は
、
そ
の

１０

１２

年
度
の
市
民
税
・
都
民
税
額
か
ら

こ
の
仮
徴
収
分
を
差
し
引
い
た
金

額
を
、
公
的
年
金
か
ら
引
き
落
と

し
（
特
別
徴
収
）
し
ま
す
。

◎
引
き
落
と
し
（
特
別
徴
収
）
が

中
止
と
な
る
場
合
が
あ
り
ま
す

　
引
き
落
と
し
（
特
別
徴
収
）
開

始
後
、
公
的
年
金
な
ど
の
支
給
停

止
な
ど
が
発
生
し
た
場
合
は
、
引

　
都
と
都
内　
市
区
町
村
で
は
、

６２

　
年
度
か
ら
個
人
住
民
税
の
特
別

２９徴
収
を
徹
底
し
ま
す
。

特
別
徴
収
と
は

　
従
業
員
の
個
人
住
民
税
は
、
事

業
主
が
従
業
員
に
代
わ
り
、
毎
月

給
与
か
ら
差
し
引
き
、
納
入
す
る

「
特
別
徴
収
」
が
原
則
と
な
っ
て

い
ま
す
。

　
な
お
、
従
業
員
が
常
時　
人
未

１０

満
の
場
合
は
、
従
業
員
が
居
住
す

る
市
区
町
村
に
申
請
書
を
提
出
し
、

承
認
を
受
け
る
こ
と
で
、
年　
回
１２

の
納
期
を
年
２
回
に
す
る
こ
と
が

で
き
る
「
納
期
の
特
例
」
の
制
度

が
あ
り
ま
す
。

特
別
徴
収
の
利
点

　
特
別
徴
収
に
す
る
と
、
所
得
税

の
よ
う
に
税
額
の
計
算
や
年
末
調

整
を
す
る
手
間
が
掛
か
り
ま
せ
ん
。

　
詳
細
は
都
主
税
局
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
「
個
人
住
民
税
の
特
別
徴
収
推

進
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
」（http://

www.tax.metro.tokyo.jp/kazei/
tokubetsu/

）
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

　
詳
し
く
は
課
税
課
市
民
税
係
☎

４
７
０
・
７
７
７
７
（
内
線
２
３

３
３
～
２
３
３
７
）
へ
。

　
市
で
は
、　

年
度
末
ま
で
に
向

２９

け
た
待
機
児
童
解
消
策
を
計
画
的

に
進
め
る
と
と
も
に
、
施
設
の
老

朽
化
が
進
ん
で
い
る
市
立
保
育
園

の
当
面
の
方
向
性
を
示
す
た
め
、

「
東
久
留
米
市
保
育
サ
ー
ビ
ス
の

施
設
整
備
・
運
営
及
び
提
供
体
制

に
関
す
る
実
施
計
画
」（
以
下
、「
実

施
計
画
」）
を
策
定
し
て
い
ま
す
。

　
こ
の
実
施
計
画
の
概
要
や
保
育

サ
ー
ビ
ス
の
施
設
整
備
・
運
営
及

び
提
供
体
制
な
ど
に
つ
い
て
、
過

去
２
回
に
わ
た
り
連
載
し
て
き
ま

し
た
が
、
今
回
が
最
終
回
と
な
り

ま
す
。

市
立
保
育
園
の
民
間
化
の
効
果
な
ど

　
前
回
の
連
載
（
広
報
９
月　
日
１５

号
）
で
は
、
施
設
の
老
朽
化
の
程

グリーン化特例による税率
税率

区分
（ウ）（イ）（ア）標準税率

１,８００円３,５００円５,２００円６,９００円営業用
乗用四

輪
以
上

軽
自
動
車

２,７００円５,４００円８,１００円１万８００円自家用

１,０００円１,９００円２,９００円３,８００円営業用
貨物

１,３００円２,５００円３,８００円５,０００円自家用

１,０００円２,０００円３,０００円３,９００円三輪
（ア）１７年排出ガス基準７５％低減達成（★★★★）で、乗用が３２年度

燃費基準達成車、貨物が２７年度燃費基準＋１５％達成車
（イ）１７年排出ガス基準７５％低減達成（★★★★）で、乗用が３２年度

燃費基準＋２０％達成車、貨物が２７年度燃費基準＋３５％達成車
（ウ）電気自動車、天然ガス軽自動車（２１年排出ガス１０％低減）
　※（ア）（イ）は、揮発油（ガソリン）を内燃機関の燃料とする軽

自動車に限ります。各燃費基準の達成状況は、自動車検査証の
備考欄に記載されています。

　
税
制
改
正
に
よ
り
グ
リ
ー
ン
化

特
例
（
軽
課
）
の
適
用
期
限
が
１

年
延
長
さ
れ
ま
し
た
。

　
こ
れ
に
よ
り　
年
４
月
～　
年

２８

２９

３
月
に
新
車
登
録
し
た
三
輪
、
四

輪
の
軽
自
動
車
で
、
次
の
基
準
を

満
た
す
車
両
に
つ
い
て
は
、　

年
２９

度
の
軽
自
動
車
税
に
限
り
、
グ
リ

ー
ン
化
特
例
（
軽
課
）
が
適
用
さ

れ
ま
す
（
左
表
参
照
）。

　
※　
年
度
に
グ
リ
ー
ン
化
特
例

２８

（
軽
課
）
が
適
用
さ
れ
た
車
両
は

　
年
度
の
対
象
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

２９
　
詳
し
く
は
課
税
課
市
民
税
係
☎

４
７
０
・
７
７
７
７
（
内
線
２
３

３
１
・
２
３
３
２
）
へ
。

喫
緊
の
課
題
で
あ

る
保
育
園
の
待
機

児
童
解
消
に
向
け

て
、
今
年
度
予
算

で
は
、
私
立
保
育

園
施
設
整
備
費
や

小
規
模
保
育
施
設

の
給
付
費
な
ど
に

つ
い
て
、
昨
年
度

予
算
と
比
較
し
、

大
き
く
増
額
し
て

お
り
、
子
ど
も
・

子
育
て
支
援
に
も

重
点
を
置
い
た
予

算
編
成
を
行
っ
て

い
る
と
こ
ろ
で
す
。

　
詳
し
く
は
子
育

て
支
援
課
☎
４
７

０
・
７
７
４
５
へ
。

き
落
と
し
が
中
止
と
な
り
、
納
付

書
ま
た
は
口
座
振
替（
普
通
徴
収
）

に
よ
る
納
付
と
な
り
ま
す
。

　

歳
未
満
の
公
的
年
金 

６５な
ど
の
受
給
者
の
方
へ

　
　
歳
未
満
で
公
的
年
金
な
ど
の

６５
所
得
と
給
与
所
得
が
あ
り
、
給
与

所
得
の
市
民
税
・
都
民
税
が
給
与

か
ら
天
引
き
（
特
別
徴
収
）
さ
れ

て
い
る
方
は
、
公
的
年
金
な
ど
の

所
得
と
併
せ
て
給
与
か
ら
の
天
引

表１　公的年金からの市民税・都民税の引き落とし
（特別徴収）を開始する年度の徴収方法

例　年金に係る税額が１万２,０００円の場合
特別徴収

（年金からの引き落とし）
普通徴収

（納付書または口座振替）徴収の方法

１０月・１２月・２月６月・８月納期・
年金支給月

年税額の２分の１（６,０００円）年税額の２分の１（６,０００円）納付額 各月２,０００円各月３,０００円

表２　公的年金からの市民税・都民税引き落とし
（特別徴収）２年目以降の徴収方法

例　年金に係る税額が１万７,０００円で２月に徴収した額が３,０００円の場合
特別徴収（本徴収）特別徴収（仮徴収）徴収の方法

２月１２月１０月４月・６月・８月年金支給月
年税額から仮徴収分を

引いた額前年度の２月と同額納付額
２,６００円２,６００円２,８００円各月３,０００円

※公的年金からの市民税・都民税の引き落とし（特別徴収）を開始
する年度と、引き落とし（特別徴収）が継続する年度では徴収方
法が異なります。
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0 50万円 100万円 150万円

私立保育所

公設民営保育所

公立保育所

保育所の運営にかかる経費
【児童１人当たり市費負担額(年額)】

※26年度決算額です。
※公立保育所6園、公設民営保育所3園、私立保育所8園が対象です。
※児童１人当たりの市費負担額（年額）を算出するに当たり、公立分（公設民営
および管外公立分含む）の国負担金は一般財源化されたため、理論値として計
算しています。

62万8,956円62万8,956円62万8,956円

102万4,344円102万4,344円102万4,344円

136万6,716円136万6,716円136万6,716円


